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一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 概要版 
令和８年３月 

大 槌 町 
 

 

 

Ⅰ 計画の基本的事項  

１．計画策定の目的  

大槌町（以下「当町」という。）は、東日本大震災の津波による被害から復旧・復興に取り組む

中で、重要課題である人口減少の加速化や少子高齢化の進展など、コロナ禍を含む社会情勢の

変化にも対応しつつ、併せて廃棄物の発生抑制及び循環的利用並びに適正処理に関する取り組

みを進めてきました。 

そのような状況の中、当町の一般廃棄物（ごみ）の排出量は、大震災の復旧・復興からコロナ禍

を経て、生活系ごみ及び事業系ごみともに減少傾向にあります。 

当町では平成２８年３月に「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」を策定し、ごみ処理行政に取り

組んできましたが、この度、計画目標年（令和７年度）を迎えることから、当町の管内全域を対象と

した「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」の策定を目的とします。 

 

 

２．計画の位置づけ 

 

 

 

３．計画期間  

令和８年度から令和１７年度までを計画期間とする１０年間の計画です。 

なお、必要に応じて、５年毎に見直すものとします。 

 

  

本計画

　　　◇ごみ処理基本計画 　　　◇ごみ処理実施計画

　　　◇生活排水処理基本計画

　　　◇生活排水処理実施計画

一般廃棄物処理計画

一般廃棄物処理基本計画 一般廃棄物処理実施計画

（10～15年の長期計画） （単年度計画）

　　　（食品ロス削減推進計画）
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Ⅱ ごみ処理の現状 

１．ごみ排出量の現状  

当町のごみ総排出量は平成２８年度をピークに令和６年度まで減少傾向にあります。また、当町

の一人１日当たりごみ総排出量についても同様の傾向となっており、令和６年度においては平成２

８年度に対して 11.3％減の 854.7g/人・日となりました。 

 

 
 

 

２．資源化量及び資源化率の現状  

当町の資源化率は平成２８年度をピークに減少傾向にあります。 

 

 
 

  

4,208 4,325 4,209 4,156 4,041 3,879 3,784 3,558 3,420 3,287

925.6 963.3 952.2 952.0 942.9 927.5 925.0
886.3 866.8 854.7

0

200

400

600

800

1,000

1,200

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H27年度H28年度H29年度H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

ごみ総排出量 総排出量原単位
（t/年） （g/人・日）

1,208

1,324 1,248 1,208 1,147 1,155
942 934

738 672

28.7
30.6 29.7 29.1 28.4 29.8

24.9 26.3

21.6 20.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

0

500

1,000

1,500

2,000

H27年度H28年度H29年度H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

総資源化量 資源化率
（t/年） （%）



3 

 

 

 

３．ごみ処理・処分量の現状  

当町の焼却処理量は平成２９年度をピークに令和６年度まで減少傾向にあります。令和６年度

においては平成２８年度に対して 17.0％減の 2,506t/年となりました。 

また、当町において、最終処分の対象のほとんどは、平成２３年度以降はクリーンセンターからの

溶融飛灰となっており、概ね最終処分量は 100～200t/年で推移しています。 
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Ⅲ 数値目標の達成状況  

令和７年度の数値目標と令和６年度の実績を比較すると、事業系ごみ排出量は目標値を達成し

ている結果となりました。 

 

 
 

 

Ⅳ ごみ処理の課題 

当町では、東日本大震災の津波による被害からの復旧・復興に取り組む中で、一般廃棄物（ごみ）

処理基本計画によるごみ処理が実施され、一般廃棄物の処理行政もまた着実に前進していること

が示されています。 
 

●減量化・資源化の課題  

・「リサイクル社会の構築」に向け、住民、事業者、行政がそれぞれの役割分担を明確にし、三者

協働で取り組むことが重要です。リサイクルセンターの稼働により町内での資源化が進められて

います。今後は食品ロスやプラスチックの資源化への取り組みが課題です。 

・大震災以降、コミュニティの喪失により集団回収が行われていない現状が続いています。新たな

コミュニティを構築し、集団回収による回収量の拡充や地域のごみ減量化・資源化活動の実施

が必要です。 
 

●分別収集の課題  

・当町の資源物の回収については、広域圏の構成市町において、分別区分が最も細分化されて

おり、住民のリサイクルに対する意識レベルは高いです。継続的な分別区分の徹底とリサイクル

意識の啓発が必要です。 
 

●収集・運搬の課題  

・ごみステーションは、設置位置を示した台帳により管理しています。今後の人口減少や世帯数

の減少等に伴いごみステーションの適正配置について検討していくものとし、それに合わせた収

集・運搬車両体制を構築する必要があります。 

・将来予測されるごみ量の動態及び多様化に対応するとともに、収集・運搬の効率化を図るため、

収集・運搬車両等について検討を行う必要があります。 
 

●中間処理の課題  

・安定した中間処理体制を整備するためには、家庭系・事業系ごみのごみ質組成分析調査を定

期的かつ継続的に実施し、排出状況の把握に努め、将来的に変化するごみ量・ごみ質を考慮す

る必要があります。 

・安全及び安定した中間処理を行っていくために、リサイクルセンターが平成３１年４月より稼働し

ています。当町における中間処理の拠点として、資源化物の排出状況に応じた継続的な運営が

必要です。 
 

●最終処分の課題  

・現状は当町の可燃物をクリーンセンターにて減容化し、その溶融飛灰を埋め立てています。最

終処分場の残余年数を考慮しつつ、外部委託を含む新たな最終処分方法の検討が必要となっ

ています。  

前計画目標値 実績 目標値の

（令和7年度） （令和6年度） 達成状況

家庭系ごみ収集燃えるごみ
発生量原単位

g/人・日 424.9         427.3         未達成

家庭系ごみ収集燃えないごみ
発生量原単位

g/人・日 12.9          16.1          未達成

家庭系ごみ
集団回収量原単位

g/人・日 18            0 未達成

事業系ごみ排出量 t 1,203         781           達成

設定項目 単位
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Ⅴ 人口の将来予測 

人口については、「日本の地域別将来推計人口  令和５(2023)年推計」（国立社会保障・人口

問題研究所）の係数を利用した場合の人口推計値を用いました。目標年度の令和１７年度には

8,350 人と推計しました。 

 

 

 

Ⅵ 現状のまま推移した場合のごみ排出量推計  

ごみ排出量の将来推計は一般

的には、現状施策（ごみの排出抑

制、再生利用）で、ごみの排出量

が将来的にどのように変化するの

か（以下「現状のまま推移した場

合」という。）を予測します。次いで、

これに家庭、事業所等におけるご

みの排出抑制、再生利用の促進

のために実施する新たな施策を踏

まえた目標値を設定し、目標達成

後のごみ排出量（以下「減量目標

を達成した場合」という。）の予測

を行います。 

 

生活系ごみについては、全ごみ項目の合計原単位について将来推計を行い、その原単位に将来

人口及び年間日数を乗じることで、将来の排出量を推計します。 

平成２７年度からの過去の実績から、原単位のトレンド推計を行った結果、採用した直線式では、

目標年度の令和１７年度において、約 555g/人・日となりました。令和１７年度における生活系ごみ

排出量合計の将来推計結果は、令和６年度の実績 2,442 トンに対し、746 トン少ない 1,696 トン

（現状から３１％減少）と推計しました。 

事業系ごみについても、生活系ごみ同様、全ごみ項目の合計原単位について将来推計を行い、

その原単位に年間日数を乗じることで、将来の排出量を推計します。 

平成２７年度からの過去の実績から、原単位のトレンド推計を行った結果、採用した指数式では、

目標年度の令和１７年度において、約 1.4ｔ/日となりました。令和１７年度における事業系ごみ排出

量合計の将来推計結果は、令和６年度実績 845 トンに対し、320 トン少ない 525 トン（現状から３

８％減少）と推計しました。  
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Ⅶ 基本理念と目標 

１．ごみ処理の基本理念  

 

 

 

大震災で甚大な被害を受けた当町では、持続可能な社会を築くことが最も重要と考えます。廃

棄物の減量・資源化、安全で安定した処理・処分すべては都市が持続して社会生活を営むため

の基盤であることから、当町では「築こう！より豊かで美しい循環型社会のまち  大槌町」を基本

理念とし、住民、事業者、行政が協働して、取り組むことを目指します。 

 

２．ごみ処理の基本方針  

 

 

「発生抑制」「再使用」「再生利用」「熱回収」「適正処理」の優先順位を遵守しつつ、当町にあっ

た、住民、事業者、行政によるパートナーシップを構築し、住民、事業者の意識の向上を目指し、ご

み減量化や資源化を図ります。 

 

 

４Ｒを推進したうえで、最終的に排出されるごみについては、ごみ量、ごみ質等の変化に応じ、収

集運搬、中間処理及び最終処分の段階を経て、安全かつ安定した処理処分を行います。また、効

率的で効果的な適正処理を行うとともに、環境負荷の低減も図ります。 

 

 

リサイクルセンターを含む施設全体の維持管理及び最終処分場の残余容量を注視しながら搬

入している飛灰の処理について検討を進めます。 

 

 

大震災で受けた経験を踏まえた当町の災害廃棄物処理計画をより実効性の高いものにするた

め、平時から庁内の体制構築や連携強化、住民等への啓発・広報の充実などの施策を推進しま

す。 

 

３．数値目標  

「築こう！より豊かで美しい循環型社会のまち 大槌町」の実現に向けた各種施策の進捗状況

を定量的に把握・評価するために、次の数値目標を設定します。 
 
目標①一般廃棄物排出量全体  
 ■一人１日当たりのごみ排出量を令和６年度から約２４％減量する。 
       令和６年度（実績）855g/人・日→令和１７年度  653g/人・日  

 
目標②家庭系ごみ 
 ■一人１日当たりの家庭ごみ排出量（資源物を除く）を令和６年度から約２４％減量する。 
       令和６年度（実績）490g/人・日→令和１７年度  370g/人・日  

 
目標③事業系ごみ 
 ■１日当たりの事業系ごみ排出量を令和６年度から約３８％減量する。 
       令和６年度（実績）2.32t/日→令和１７年度  1.43t/日  

 
目標④資源化率  
 ■資源化率を 23.0％以上にする。 
       令和６年度（実績）20.4％→令和１７年度  23.0％以上  

 
目標⑤最終処分量  
 ■最終処分量を令和６年度から約３９％削減する。 
       令和６年度（実績）109 トン→令和１７年度  ６６トン  

築こう！より豊かで美しい循環型社会のまち 大槌町 

方針１：発生抑制を最優先にした４Ｒの推進による減量・資源化の促進  

方針２：ごみの適正処理の推進  

方針３：計画的な施設整備の推進  

方針４：災害廃棄物処理計画の実効性の向上  
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４．減量目標を達成した場合のごみ排出量推計  

減量目標を達成した場合の当町のごみ総排出量及び一人１日当たりごみ総排出量は、令和１７

年度には 653.4g/人・日までの減量を目標とする。 

 

 
 

 

Ⅷ 目標達成に向けた基本施策  

１．ごみ減量・資源化計画  

（1）住民、事業者、行政の役割分担  

住民及び事業者と行政が一体となって、廃棄物が有効利用される循環型社会の構築を目指

します。 
 

【住民】 

・ごみ減量のための消費生活の見直し 

・資源物リサイクルへの積極的取り組み  等  

【事業者】 

・環境負荷の少ない商品の生産や販売  

・環境優先の事業活動   等  

【行政】 

・生涯学習活動などでの住民への減量啓発活動  

・ごみの分別収集による資源回収の促進   等  

 

（2）普及・啓発事業  

住民、事業者に対し、循環型社会構築のためのごみ処理の優先順位について浸透を図りま

す。継続して住民に対する出前講座の実施や広報誌・ホームページを活用し、今後もより一層

の普及・啓発活動を実施します。 
 

①パートナーシップの形成  

②住民・事業者への意識啓発及び情報提供  

③買い物袋・買い物かご持参運動  

④環境教育・環境学習の推進  
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（3）家庭系ごみの減量化・資源化  

家庭系ごみの減量化、資源化を推進します。 
 

①生ごみの減量化  

②分別の徹底  

③集団回収の推進  

④資源回収業者の確保  

⑤再資源化収集品目の拡大  

⑥プラスチック資源循環の促進  

 

（4）事業系ごみの減量化・資源化  

事業系ごみの減量化、資源化を推進します。 
 

①排出者責任の徹底  

②事業系ごみの適正処理の推進  

③公共施設における減量化の推進  

 

 

２．収集・運搬計画  

（1）排出場所の適正管理  

ごみステーションは、設置位置を示した台帳により管理しています。今後も、台帳による管理

を継続し、ごみステーションの適正配置、整備について検討していきます。 

 

（2）ごみの収集体制  

ごみ分別区分の回収日に従い、ステーション方式による収集を今後も引き続き実施します。 

 

（3）効率的な分別収集の促進  

ごみの排出に係る「収集カレンダー」「ごみの出し方・分け方」のチラシを毎年作成、全戸配布

しており、ごみステーションに排出された収集日が守られていないごみや分別ルールが守られて

いないごみには、「違反ごみシール」を貼り、住民へ周知しています。今後もチラシやホームページ

等により分別方法等を周知することで、分別の徹底を図ります。 

 

（4）収集運搬委託事業者に対する指導等  

ごみの収集運搬に従事している事業者に対し、一般廃棄物収集運搬従事者講習会を開催

する等、収集運搬の適正な実施と作業時の安全・衛生の確保並びに交通事故防止等に関する

教育、指導を行います。 

 

（5）低公害収集車両導入の促進  

収集運搬に使用する車両には、環境にやさしい低公害車の導入を促進します。 

 

（6）収集不適ごみに対する適正排出の徹底  

分別の不備や処理困難物等の収集できないごみに対し、「違反ごみシール」を貼り、適正排出

を徹底します。 

 

３．中間処理計画  

（1）安定した中間処理体制の整備  

今後も継続して、家庭系・事業系ごみのごみ量及びごみ質の分析調査を定期的に実施し、排

出状況の把握に努めます。 

排出されたごみについては、引き続きクリーンセンター及びリサイクルセンターにて適正処理を

行います。 

 

（2）施設の維持管理  
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排出された資源物を適正処理するため、定期的な設備のメンテナンスを実施します。 

 

（3）住民・社会のニーズ、省エネルギー・省資源に配慮した中間処理の運営  

中間処理の運営にあたっては、住民の要望等を十分に加味するとともに、クリーンセンターや

リサイクルセンターにおいて、CO2 排出量の削減や生成物の資源循環等、環境面に配慮した運

営に努めます。 

 

（4）広域化計画の推進  

広域圏では、ごみ焼却・破砕施設としてクリーンセンターを有しており、今後も構成市町との

連携・協力体制を進めつつ、クリーンセンターにおいて当町のごみを適正処理していきます。 

 

４．最終処分計画  

（1）最終処分場の維持管理  

現状は当町の可燃物をクリーンセンターにて減容化し、その溶融飛灰を埋め立てています。

最終処分場の残余年数と最終処分場水処理施設の老朽化による設備更新を考慮しながら外

部委託を選択肢の一つとして最終処分方法の検討が必要となっています。 

 

（2）関係法令に準拠した公害防止対策  

引き続き、関係法令に準拠し、公害防止対策を図ります。 

 

５．その他の計画  

（1）災害廃棄物対策  

当町が経験した大震災での災害廃棄物処理の経験を踏まえ、今後、「災害廃棄物処理対策

指針（平成２６年３月  環境省）」に基づき、より一層の災害廃棄物の迅速な対応のためと、大規

模災害未経験自治体への参考となるように、「災害廃棄物処理計画」を実効性の高いものとし

ます。 

 

（2）不法投棄の防止  

住民や地域の自治会、事業者との連携により不法投棄に対する監視体制を強化し、日常的

な巡回パトロールの実施、監視カメラや防止看板を設置する等、不法投棄の未然防止に努めま

す。 

また、土地所有者（管理者）には、その土地の管理者責任を果たす義務があり、日頃から所

有（管理）する土地が、不法投棄されないような対策の徹底を周知していきます。 

 

（3）適正処理困難物対策  

在宅医療廃棄物、特別管理一般廃棄物及び適正処理困難物については専門業者等に引き

渡すこととし、当町では取り扱わないこととします。なお、本町で取り扱わない品目については、

不法投棄の未然防止の観点から、専門業者等の紹介を行います。 

 

６．計画の進行管理  

（1）計画の公開  

住民、事業者等へ本計画の周知を図るため、広報誌やホームページに掲載するとともに、パン

フレットを配布します。また、必要に応じて出前講座等の説明会等を実施する等、広く積極的な

広報啓発に努めます。 

 

（2）計画推進  

計画を推進していくためには、住民、事業者に対する計画内容の周知と、住民、事業者、行

政の役割分担の認識を深め、三者による協働した取り組みが必要です。また、ＰＤＣＡサイクル

を用い、各施策の実行や効果、それにともなう計画目標の達成状況を定期的に点検・見直しを

実施する「評価システム」を構築し、各施策の適正かつ円滑な進行管理を行うことで、計画を推

進します。  
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Ⅸ 食品ロス削減推進計画の基本的事項  

１．食品ロスをめぐる社会情勢  

令和５年度の国の推計によると、日本の食品ロス量は、464 万ｔと推計されており、食品の廃棄

は生産・流通過程で使用した多くのエネルギーや資源を無駄にしていると同時に、ごみ処理過程

においては温室効果ガスを排出させる等、地球環境への負荷の一因となっています。 

我が国においては、国、地方公共団体、事業者、消費者等の多様な主体が連携し、食品ロスの

削減を推進するため、令和元年に「食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第１９号）」

が制定され、令和２年に「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」が閣議決定されました。

このなかで、市町村は食品ロス削減推進計画を定めるよう努めなければならないとされており、当

町においても「食品ロス削減推進計画」を策定します。 

 

２．食品ロス削減推進計画の計画の位置づけ 

 

 

３．食品ロス削減推進計画の計画期間  

食品ロス削減推進計画の目標年度については、一般廃棄物処理基本計画と同じ令和１７年度

とします。 

 

４．食品ロスに関する現状と課題  

我が国の食品ロス量は年間 464 万 t（令和５年度）と推計され、このうち、食品関連事業者等

から発生する「事業系食品ロス量」は約 231万 t、一般家庭から発生する「家庭系食品ロス量」は

約 233 万 t と推計されています。 

岩手県の食品ロス量は約 4.5 万 t（令和５年度）と推計され、全国の約 1.0％でした。このうち、

食品関連事業者等から発生する「事業系食品ロス量」は約 2.6 万ｔ、一般家庭から発生する「家

庭系食品ロス量」は約 1.9 万ｔと推計されました。 

当町の食品ロス発生量を一定の条件下で算出すると、令和５年度は、「家庭系食品ロス量」が

約 189t、「事業系食品ロス量」が約１１t となり、合計約 200t の食品ロスが発生していると推計さ

れました。 

 

５．食品ロス削減推進計画の基本理念  

食品ロスの削減の推進は、一般廃棄物処理基本計画の１つでもあるため、食品ロス削減推進

計画の基本理念は、ごみ処理基本計画の基本理念である「築こう！より豊かで美しい循環型社

会のまち 大槌町」と同様とします。 

 

 

 

  

　　　◇生活排水処理基本計画

　　　◇ごみ処理基本計画 　　　◇ごみ処理実施計画

　　　（食品ロス削減推進計画） 　　　◇生活排水処理実施計画

一般廃棄物処理計画

本計画

一般廃棄物処理基本計画 一般廃棄物処理実施計画

（10～15年の長期計画） （単年度計画）
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６．食品ロス削減推進計画の数値目標 

国や岩手県の目標を踏まえて、次の目標値を設定します。 

 

目標①食品ロス発生量  

 ■令和１７年度の食品ロス排出量を令和５年度から約１０％減量する。 

   計画目標：令和５年度（実績）200 トン→令和１７年度  180 トン 

   中間目標：令和５年度（実績）200 トン→令和１２年度  188 トン 

 

目標②食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合  

 ■令和１２年度の食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合を９０％とし、 

令和１７年度まで９０％を維持する 

 

７．食品ロス削減推進計画の目標達成に向けた基本施策  

（1）教育及び学習の振興、普及啓発等  

住民及び事業者に対する食品ロスに関する知識や行動の普及啓発等を推進します。 
 

①住民や事業者に対する食品ロスに関する知識の普及啓発  

②家庭における食品ロス削減の推進  

③事業所における食品ロス削減の推進  

 

（2）食品関連事業者等の取り組みに対する支援  

食品関連事業者等への取り組みに対して支援します。 
 

② エコショップいわて認定店との連携  

②商習慣（３分の１ルールによる返品等）の見直し 

③「3010（さんまるいちまる）運動」の推進  

④「てまえどり」の促進  

⑤「ばら売り、量り売り、割引による販売」の促進  

 

（3）実態調査の推進  

食品ロスの実態把握のためのごみ組成調査や、「食品ロス問題を認知して削減に取り組む消

費者の割合（本計画目標）」を把握するための意識調査アンケートを実施します。 

 

（4）情報の収集及び提供  

町のホームページ等において、食品ロス削減等の４Ｒ普及啓発に関する情報を配信し、幅広

い世代に、食品ロス問題への理解に係る働きかけを行います。 

また、家庭内での食品ロスの発生抑制に向け、エシカル消費の普及啓発を図るために講習

会・研修会等を実施します。 

 

（5）未利用食品を有効活用するための活動  
 

①フードバンク活動団体との連携  

②未利用食品を有効活用する関係団体の活動の周知  

③災害備蓄物資の有効活用  

 

（6）施策の基盤づくり 

関係施策の実施に当たっては、自治体、企業、学校教育機関及び関係団体が一丸となった

取り組みを推進します。 

また、町職員が食品ロス削減に係る率先行動を推進します。 
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８．食品ロス削減推進計画の各主体に求められる役割と行動  

（1）消費者  

食品ロスの状況と、その影響や削減の必要性について理解を深めるとともに、日々の暮らし

の中で自身が排出している食品ロスについて適切に理解・把握します。 
 

①買い物の際：期限表示の理解、「てまえどり」 

②食品保存の際：食材の適切な保存と使いきり、賞味・消費期限切れ食品の個別判断  

③ 調理の際：余った食材の活用、可食部を無駄にしない 

④外食の際：食べきれる量の注文、「3010 運動」の実践、自己責任による持ち帰り 

 

（2）農林漁業者・食品関連事業者  

サプライチェーン全体で食品ロスの状況と、その削減の必要性について理解を深めるとともに、

消費者に対して自らの取り組みに関する情報提供や啓発を実施します。 

また、自らの事業活動により発生する食品ロスの実態を把握し、見直しを図ることにより、

日々の事業活動から排出される食品ロスの削減に努めます。 
 

①農林漁業者：規格外や未利用の農林水産物の新たな価値への転換、寄付による有効利用  

②食品製造者：製造出荷工程における適正管理と鮮度保持、小分け包装  

③食品卸売・小売業者：商習慣（３分の１ルール等）の見直し、需要予測に応じた仕入・販売  

④外食事業者：消費者特性を考慮した仕入・提供、「3010 運動」の実践、持ち帰り易い環境  

⑤食品関連事業者等に共通する事項： 

包装資材の傷や汚れに対する許容、フードシェアリング、フードバンク、組織体制を整備  

 

（3）国・岩手県・大槌町  

各主体に求められる役割と行動を実践する消費者や事業者が増えるよう、目標達成に向け

た施策を推進します。災害時用備蓄食料のフードバンク活動団体等への提供を行うなどの有効

活用に努めます。さらに、主催するイベント等での食品ロスの削減を進めます。 

 

９．食品ロス削減推進計画の推進 

（1）推進体制の整備  

食品ロス削減には、食品製造業、卸売業・小売業、宿泊・飲食業、医療・福祉等の食品を取り

扱う事業者、住民、行政の三者が協働して情報共有するネットワークを構築し、取り組みを推進

する必要があるため、町は情報共有ネットワークの構築の架け橋となる取り組みの推進に努めま

す。 

また、食品ロスの削減については、各種法律・計画・方針等多岐にわたる関連施策に位置付

けられていることから、町は食品ロス削減推進計画を推進するため各種情報収集や、本庁内外

の関連機関との連携に努めるものとします。 

 

（2）計画の進行管理  

施策の実施状況を定期的に点検し、進捗を評価し、必要に応じて施策を見直しすることとし

ます。 

また、施策の実施状況や社会経済情勢の変化等を踏まえて、おおむね５年を目途に計画の

見直しを検討します。 

 


